
 
 

一般会計予算決算常任委員会産業建設分科会審査日程 

 
日時 令和３年５月２５日（火） 

産業建設常任委員会終了後 

場所 第２委員会室 

審査内容 

 

１ 議案第４６号 令和３年度山陽小野田市一般会計補正予算(第４回)について 

 

審査番号① 経済部 

（1）審査対象事業に係る説明及び質疑  

18 駅舎バリアフリー化整備事業（7-1-1） 商工労働課 

19 ６次産業化・農商工連携応援事業（6-1-3） 農林水産課 

  

審査番号② 建設部 

（1）審査対象事業に係る説明及び質疑  

15 地図情報システム構築事業（8-5-1） 都市計画課 

16 スマイルエイジングパーク事業（8-5-2） 都市計画課 

17  公的賃貸住宅用地取得事業（8-5-1） 都市計画課 

(2) 歳出（特定財源を含む）に係る質疑 

  ○ 8-3-2 土木課（歳入 13-1-1、16-2-6、22-1-6） 

    地方債補正：がけ崩れ対策事業債 

 

 



○６次産業化・農商工連携応援事業

○市事業の役割

１ 個人では県事業の支援を受けることができない。

→新規就農者等個人農家については、市事業にて支援する。

２ 県事業では、プランナーの支援を受け、計画を策定後、補助を受けることができる。

→県事業では計画策定時における補助がないため、市事業においてマーケティング調査等を実施し、計画を実行性の

あるものにする。

３ 県事業では、原則その年度で商品販売に至ることが条件であり、ある程度構想が固まった段階でないと補助を受け

ることができない。

→市事業にて商品販売に至る目途をつけ、県事業に繋げていく。

６次産業化・農商工連携応援

協議会（R3.7月設立予定）
・JA

・商工会議所

・山口県美祢農林水産事務所

・山陽小野田市

山陽小野田市

○事業実施主体

・農業者

・中小企業

・任意団体

・猟師（ジビエ） 等

専門業者

取組む案件の決定

・アドバイス

・他業種とのマッチング

・県事業と調整

「６次産業化・農商工連携プラン」に基づいた設備

投資、パッケージ開発、販路拡大のための商談 等

○応募

・商品開発、改良をしたい

・販路を拡大したい

・所得を向上したい

６次産業化・農商工連携プラン

提出

※複数年可

※県事業に沿った内容

６次産業化・農商工連携プラン承認

・補助率

プランを実行するために必要な経費の1/2

（上限150万円）

（県事業等を利用した場合は、県事業等補助金を

差し引いた残りの額の1/2）

補助金 200万円

・目的：市内農林水産物を使用した新商品開発や既存

商品の改良、消費者のニーズに合った真に売れる商

品の開発を支援し、新たな販路開拓等を含め総合的

な支援を行い、「６次産業化・農商工連携プラン」の作

成を行う。

アドバイス

「売りたいもの」ではなく「売れるも

の」を作る。

「６次産業化・農商工連携プラン」実行

○役割

・取組む案件の募集、決定

・他業種とのマッチング

・専門家の派遣

・県事業との調整 等

必要に応じて相談

業務委託
・実施主体へのアドバイス

・パッケージ等試作品製作

・マーケティング調査

・パッケージ等試作品製作

やまぐち6次産業

化・農商工連携サ

ポートセンター

県事業の利用

プランナー派遣

６次産業化・農商工連携

プラン作成

※６次産業化・農商工連携プラン

市内農林水産物を使用し、現状や課題を踏まえた目標及び具体的な販路、

消費者のニーズを踏まえ、誰をターゲットに、どのような商品を作り、どのよう

に売るかを定めた計画

○やまぐち６次産業化・農商工連携推進事業

県農林漁業者の組織する団体・法人（任意団体含む。）等

商品の開発から販路開拓までを総合的に調整・管理する総合プランナーを配置

新商品開発：事業費100万～500万円 補助率 1/3 商品試作、パッケージ開発

施設整備：事業費300万～2,000万円 補助率 3/10 加工製造施設及び機器

専門業者



地図情報システム構築事業 「都市計画基本図更新」補足説明資料 

 

●都市計画基本図とは 

都市計画縦覧図の背景図を指し、総括図をはじめとする法定図書に必要な縮尺制度に合わせ

て、公共測量により作成する数値地形図である。その活用方法は都市計画に限らず、ハザードマ

ップの背景図や公共工事の図面などにも用いられている。 

●衛星画像データを利用した日本初の事例 

令和２年度に内閣府の実証実験（2020 年度 課題解決に向けた先進的な衛星リモートセンシ

ングデータ利用モデル実証プロジェクト）にて、山陽小野田市も協力し、衛星画像データを利用

した都市計画基本図の作成について、公共測量作業規程準則第１７条第２項に基づく新しい測量

システムとして作業手順を確立した。 

【以下、報道発表資料より抜粋】 

  

 

公共測量作業規程準則に定める精度を満たしつつ、都市計画基本図更新に係るコストを削減

することが可能となる。 



地図情報システム構築事業 「情報公開システム」補足説明資料 

 

●システムの概要 

・庁内型ＧＩＳから公開する情報を選択し、公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●参考例 

・東広島市「ひがしひろしまっぷ」 

 

庁内型ＧＩＳ 

・都市計画情報 

・道路情報 

・防災情報 

・生活・観光情報 

 など 

公開型ＧＩＳ 

・都市計画情報 

・道路情報 

・防災情報 

・生活・観光情報 

 など 

公開する情報を選択 

公共施設 小学校 

都市計画 地区計画 



梅雨前線豪雨(7月5日～8日)によるがけ崩れ発生

激甚災害の指定が閣議決定

事業採択（国）

初年度分(85%)の交付決定

事業繰越承認（国）

初年度交付額(円) 本年度申請額(円)

(令和２年度) (令和３年度)

85% 15%

事業総額 － 27,300,000 23,206,000 4,094,000

国 50% 13,650,000 11,603,000 2,047,000

県 25% 6,824,000 5,801,000 1,023,000

市 15% 4,096,000 3,481,400 614,600

地元 10% 2,730,000 2,320,600 409,400

事業経緯

【全体の内訳】
委託料：6,339千円
工事請負費：20,961千円

負担率 事業費(円) 備　　考

令和2年7月7日

令和2年9月15日

令和3年3月22日

令和3年3月29日

令和2年8月25日

【本年度申請分の内訳】
委託料：905千円
工事請負費：3,189千円

事業箇所

議案第46号参考資料


